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資料２ 
 

持続可能な都市の構築に資する空き家の更なる活用促進に向けた 

抜本的な空き家対策案 
１ 経過 

 京都市では，他都市に先駆け平成２６年度に「京都市空き家の活用，適正管理

等に関する条例（以下「条例」という。）」を施行し，京都市の実情に合わせ，他

都市では規定していない空き家の活用の促進や，「空家等対策の推進に関する特

別措置法（以下「空家特措法」という。）」で対応できない長屋の一部の空き住戸

も対象とするなど対策を進めてきた。また，地域や専門家など多様な主体との連

携の下，空き家の「発生の予防」，「活用・流通」，「適正な管理」，「跡地の活用」

といった総合的な対策を実施してきた。 
 平成３０年住宅・土地統計調査（総務省）によると，京都府下の空き家数が１

７万２千戸と推計され，空き家率は１２．８％と，全国平均の空き家率１３．６％

を下回る結果となり，京都市の空き家数も平成２５年の約１１万４千戸から減少

する見通しである。また，京都市が実施した平成３０年度の空き家実態調査にお

いても，平成２６年度と比較して空き家数が減少していたが，全国的に人口が減

少傾向にある中，京都市においても一定の人口減少傾向，少子高齢化は避けられ

ないと考えられる。 
毎年，市民を対象に実施している市民生活実感調査（平成２９年）では，身近

な地域で空き家が減っているとする回答（そう思う又はどちらかというとそう思

う）は１５．７％と低調な傾向にある。 
京都市では，空き家の改修費などを補助する「空き家活用・流通支援等補助金」

の整備など空き家を住宅やまちづくりの拠点などとして活用できるよう取り組

んでいるが，若年・子育て層が市外に転出超過となっているほか，市内の産業用

地の不足や働く場が市内から市外へシフトするなどの課題も発生している。 
このような厳しい状況の中で，京都ならではの持続可能な都市の構築に資する

ものとなるよう，京都市空き家等対策協議会に学識者や不動産事業者など有識者

による部会を設けて，以下のとおり，空き家の活用促進に向けた抜本的な空き家

対策について項目を議論することとした。 
第一に，これまで以上の空き家の活用・流通を図るためには，空き家の住まい

以外の活用需要の掘り起しが必要であることから，「空き家の更なる活用方策」

を検討することとした。 
一方，京都市内における管理が行き届かない空き家（以下「管理不全空き家」

という。）の平成２６年度から平成２９年度の年間通報件数の平均は４８６件で，

平成２９年度の通報件数は１年間で４４３件となっている。なお，空き家の更な

る活用方策の検討を開始して以降には，大阪北部地震，西日本豪雨，台風等の影

響により，平成３０年７月から１０月までの４か月間で昨年度１年間の通報数

（４４３件）を上回る４６８件の通報があった。台風被害等により，これまで管

理不全が顕在化していなかった空き家でも管理不全の度合いが進行し，対応が必

要となったことは，空き家所有者が日頃から管理不全を生じさせないよう，所有
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者責任をしっかりと意識してもらうことや，空き家の発生を予防し，活用・流通

を図る取組の実施が重要であることから，「放置空き家を発生させない，継続さ

せない方策」を検討することとした。 
 
注） 「空家特措法」に規定される「空家等」とは，建築物又はこれに附属する工

作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及び

その敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし，国又は

地方公共団体が所有し，又は管理するものを除くものとされている。 
 
２ 部会での議論 

  部会での主な意見を次に記載する。 

⑴  空き家の更なる活用方策 

①  利活用の経験があり，今後も取り組みを行う事業者が中心となって，地

域の需要に応える利活用のアイデアを提案すればよい。行政は利活用に

回していく仕組みを作るべき。 

②  空き家で，こんな活用，新しい生活ができるといった魅力的な提案が

必要で，雇用の創出や地域活性化に繋がるなど，空き家の活用が市内へ

の人口の流入を促す活用方法がよい。 

③  所有関係が複雑なものなど権利関係の問題の解決が課題であり，相続

登記ができていない物件に対して支援が必要ではないか。 

④  空き家が減少している実態が分かったが，子育て世代が市内に住居を

見つけることが困難になっているのが課題である。 

⑤  建物の売却や解体以外に様々な活用方法があるため，所有権と使用権

をうまく切り離すことを考えていくことが必要である。 

⑥  起業した人のオフィスや地域の居場所づくりなど空き家に新たな活用

方法を知ってもらう必要がある。 

 

 ⑵ 放置空き家を発生させない，継続させない方策 

①  空き家が放置されるとその空き家から樹木の繁茂や瓦の落下の恐れな

どで，近隣住民の生活を脅かす外部不経済が発生するため，それらを取り

除くためのコストが発生する。 

②  空き家が社会的に問題のある状態で放置されている場合，優遇措置より

も制裁的に使う措置の方が効果が大きく，解消を促すディスインセンティ

ブを与えてもよいのではないか。 

③  日本の固定資産税はアメリカと比較して低額な状況にある。アメリカで

は税率が高く，空き家にしていても活用している場合と基本的には同額の

固定資産税が徴収されるため，所有者による利活用が進んでいる。 

④  固定資産税の住宅用地特例は，居住に対する税負担の軽減措置として政

策的に配慮されたものであることから，居住していないのに固定資産税の

住宅用地特例を適用し，固定資産税の課税標準額を１／６にするのは税の

公平性から反している。 
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⑤  現在の空家特措法に基づく勧告後に固定資産税の住宅用地特例を解除

するような空き家は建物の状態がかなり悪いため，活用することが難しい。

空き家の状態が良い段階で活用に動いてもらう方向に誘導すべき。 

⑥  住居として使用しないなら，活用して収入を得るべきである。 

⑦  空き家の適正管理の問題への対応としては，空家特措法及び条例におい

て命令違反に係る過料の規定が置かれているが，管理不全空き家に対する

罰則規定を設けて，罰金のような制裁的な方法を採っても良いのではない

か。 

⑧  固定資産税の適正課税と空き家問題の解決に向けた手段としての負担

をどう課すかについては区分すべき。 

⑨  新税を創設し，空き家を活用しないと税金を徴収され，活用すると支援

が受けられるというやり方なら活用しやすい空き家が増えるのではない

か。 

⑩  管理不全空き家は，災害に弱いことが見えてきたため，災害対策として

も重要である。 

 

３ 対策案 

  空き家対策においては，空き家を放置させず，空き家となった家屋を市場にの

せ，まちの資産や発展のために活用していくことが重要である。そのような観点

で取りまとめた対策案を次に記載する。 

⑴  空き家の更なる活用方策 

ア 活用の基本的な考え方 

京都市内での空き家が減少している実態が分かったが，若い子育て世代が

市外に転出していることを踏まえると，空き家を住宅として活用することが

重要であるとともに，空き家を働く場として確保し雇用の創出にも活用すべ

きである。 

条例は他都市では記載していない空き家の活用を促進するとしており，活

用方法については，地域との調和を図りつつ，民間の自由な発想に任せ，地

域の活性化や人口流入に繋がる活用や，学生の住まいや芸術家の表現の場な

ど地域にあった活用，起業する人のオフィスや地域おこしの場などとなるよ

うに奨励する必要がある。 

 

イ 空き家の活用の方向性 

京都市では，京都市基本構想に示す京都の将来像を，都市計画の観点から

肉付けし，長期的視点に立った都市づくりの将来ビジョンを明確化する「京

都市持続可能な都市構築プラン」により都市づくりを進めている。同プラン

の基本コンセプトでは，市内の全域にわたって生活文化を守り，魅力や活力

を維持していくこととしており，市内全体を「日常生活エリア」，「広域拠点

エリア」，「地域中核拠点エリア」，「ものづくり産業集積エリア」，「緑豊かな

エリア」の５つのエリアに分類している。空き家の活用においても各エリア

の特性や役割に一定配慮したうえで，地域との連携の中で取組を進める必要
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がある。なお，各エリアの将来像と暮らしのイメージは次のとおりである。 
 

(ｱ) 日常生活エリア 

ものづくり産業集積エリアを除く市街化区域が対象であり，多世代が安

心・快適に居住し地域のコミュニティ・文化を継承 
(ｲ) 広域拠点エリア 

京都の都市活力をけん引する地域であり，国内外から訪れる多くの人々

の活動を支える京都らしい都心空間の創出 
(ｳ) 地域中核拠点エリア 

周辺部等における地域の拠点であり，子育て期をはじめ，それぞれのラ

イフステージに応じた必要な都市機能の効率的な利用 

(ｴ) ものづくり産業集積エリア 

工業・工業専用地域，らくなん進都等の地域であり，操業環境の確保，

住宅との調和，産業用地・空間の確保により，京都にふさわしい産業を集

積 

 (ｵ) 緑豊かなエリア 

農林業や観光等の産業の振興等により，地域の生活・文化を維持継承 

     

ウ 各種団体との連携 

これまでから京都市では，「地域の空き家相談員（不動産事業者を登録）」

をはじめ，建築士や司法書士，行政書士など多様な主体との協働で空き家

問題の解決に取り組み，効果を上げてきている。 

今後更に多様な空き家問題に対応し，国や他都市の空き家活用の先進モ

デルとなるよう，これまでの各種団体の連携を更に強固なものとする，様々

な活動の主体が共同で取り組めるプラットフォームを構築し，例えば，地

域特性，地域の思い，政策目的に合致する空き家の需要と供給とのマッチ

ングや，権利関係が複雑な事案など，活用が困難な事案の問題解決などに

取り組む。 
 

  エ 地域との連携 

  空き家の活用に当たっては，地域コミュティの活性化に資するような活

用が望まれ，空き家問題を地域が「自分ごと（他人事ではなく地域の問題

として捉える）」，「みんなごと（所有者が自分の財産という考えに固執せず

地域の課題として，また，地域が全体の共有課題として捉える）」として考

え，地域の思いに合った活用を図っていくことが重要である。このため，

京都市では地域主体の空き家対策を展開しており，これまでに１００を超

える学区で取り組まれているが，空き家問題は全市的な課題であり，更な

る地域の拡大を図っていく必要がある。 

なお，地域課題に取り組む人材が不足しており，地域支援に取り組む各

種団体の育成や連携を進めていく必要がある。 
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⑵  放置空き家を発生させない，継続させない方策 

 空き家が未活用のまま放置され管理不全空き家となることは外部不経済を

発生させる。放置空き家に起因するコストは，一般的には所有者に負担を求

めるべきであり，その負担の求め方としては，固定資産税の住宅用地特例の

解除，新税の創設，管理不全空き家に係る課徴金の徴収が考えられる。以下，

それぞれについて記載する。 

 

ア 固定資産税の住宅用地特例の解除 

固定資産税の住宅用地特例（以下「特例」という。）は，居住に対する税負

担の軽減措置として，政策的に配慮された措置である趣旨から，居住の用に

供される見込みのない家屋の敷地については，特例の解除が必要であり，そ

の厳格な運用がなされるべきである。居住に必要な管理を怠っているなど一

定の条件の空き家の敷地について，特例を解除することは，適正課税の観点

からも合理性がある。 
特例そのものの運用方法や管理不全空き家の判定基準を市民に分かりや

すいものとすることで，本対策の趣旨である空き家の活用・流通の促進及び

管理不全空き家の発生及び長期化の予防が図られるように検討を進める必

要がある。 

京都市においても，特例の解除と合わせて，空き家の活用・流通の促進及

び管理不全空き家の適正管理の指導の推進体制を構築する必要がある。 

特例の解除対象とする空き家の要件については，空家特措法で定義する

「空家」（例えば概ね年間を通して使用実績のないこと（空家等に関する施策

を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（平成２７年２月２６日

付け総務省・国土交通省告示））を基本とし，行政の執行能力なども考慮し，

管理不全があるなど社会的に影響が大きいと考えられる空き家や長期間に

わたる空き家等から順次取り組むべきである。 
 

  イ 新税の創設及び課徴金の徴収  

放置空き家を防ぐための新税（空き家税）の創設は，固定資産税との二重

課税等の課題があること，また，管理不全空き家に係る課徴金の徴収は，現

行の空家特措法や条例において過料の規定があることから，まずは，空き家

の活用・流通の促進及び適正管理の指導を徹底強化，固定資産税の適正課税

などの観点を取り入れ，その後の空き家対策の状況等を踏まえ改めて検討す

べきである。 

 

４ まとめ 

 京都市の空き家対策の取組は進展し，空き家実態調査の結果では空き家数が減

少したが，子育て世代が市外に転出しているという新たな課題がある。また，今

後，人口減少が進む中，自然災害が多発化することも予測され，管理が十分にな

されていない空き家が外部不経済をもたらすなど空き家問題は，更に深刻化が予

想される。 
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京都市では，これまで重点を置いて取り組んできた空き家の活用・流通を更に

促進させるためにも，抜本的な対策を講じる必要があり，３に述べた対策を進め

ることで，行政の取組に加えて，地域が「自分ごと」，「みんなごと」として捉え，

主体的に取り組むとともに，専門家などの各種団体等の連携を更に深め，専門家

や事業者等が協働して空き家問題に取り組み，空き家問題の解決を図る必要があ

る。 


